


































































学法学（近畿大学）₅₈巻 ₄ 号 ₁ 頁（₂₀₁₁年）、島田真琴「国際信託の成立及び効力の準拠法
（ ₁）（ ₂･ 完）」慶應法学（慶應義塾大学）₁₀号₈₉頁（₂₀₀₈年）、₁₃号₂₁頁（₂₀₀₉年）、島田
真琴「国際信託に関わる準拠法決定基準」慶應法学（慶應義塾大学）₁₁号₅₉頁（₂₀₀₈年）、
森田果「特集・平成国際私法の発展と展望 : 信託」民商法雑誌₁₃₅巻 ₆ 号₁₀₁₈頁（₂₀₀₇年）
がある。なお、本稿は、₂₀₁₃年₁₂月 ₁日に日本知財学会で行った、「国際知財信託に対する「法」
の適用」と題する学会発表を骨子とし、同学会での質疑及びその後の考察を加えた成果である。










































































































































































































































































































































は、星野豊『信託法』第 ₆章第 ₁節及び第 ₂節（₂₀₁₁年、信山社）参照。
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しない以上、当該変更、終了、及び継続が行われるに到った原因、あるいは、当該
変更、終了、及び継続を正統化させる法律上の根拠によって13、異なる法適用原則
が導かれることとなる。もっとも、この場合において、従来の信託関係が変更、終
了、及び継続するに到った原因事実に基づく法適用原則と、変更、終了、及び継続
を正統化させる法律上の根拠に基づく法適用原則とが一致するとは限らないから、
いずれの考え方に基づく法適用原則を優先させるべきか、あるいは双方の観点に基
づいて法適用を重複させるべきか、かかる適用における根拠ないし基準は何かが、
さらに争われる可能性があることは否定できない。
4 　国際知財信託に対する法適用原則試論
（ 1）知的財産の本質試論
　これまでで検討してきた国際信託に対する法適用原則に関する議論を基に、本稿
での目的である国際知財信託に対する法適用原則について考えるに際しては、議論
の前提として、知財信託における「知的財産」を、どのように捉えるべきかがまず
問題となる。知的財産の捉え方は、論者により様々であると思われるが、信託関係
の対象財産という局面から検討してみると、次の ₂つの考え方が成り立ちうる。
　まず第 ₁に、知的財産の特徴を、「無形財産」であると捉える考え方がありうる。
この場合には、知財信託は他の無形財産を信託財産とする信託関係、典型的には債
権信託とほぼ同一の次元のものとして捉えることができる。実際、知財信託の管理
処分においては、信託財産が無形財産であるということから、債権信託における事
務処理と相当の親近性があることは疑いなく、また、知的財産のうち、財産的価値
が特に高いものの典型例は、知的財産の使用権を付与することと引換えに対価の支
払を求める債権であるから、知財信託と債権信託との連続性は、一般的には否定さ
れるべきでないように思われる。但し、債権は、原則として複数当事者間における
請求権であり、その主要な発生原因である契約は、当事者間で自由に設定されるも
13　例えば、信託の終了事由は、信託関係当事者の合意を根拠とするもの（信託関係当事者
の合意による終了）、信託関係が信託目的により拘束されることから論理必然的に生ずるも
の（信託目的の達成）、信託関係に対する政策的な意味を持つと考えられるもの（信託の破
産や信託の併合等）、様々な理由が考えられるため、各終了事由に関する基本的な解釈指針
は、各々異なってくるわけである。この議論の詳細については、星野豊『信託法』第 ₆章
第 ₂節（ ₁）（₂₀₁₁年、信山社）参照。
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のであって、原則として内容が自由であるのに対し、知的財産については、そもそ
もの定義が当該知的財産を形成させた各権利者の知的活動の成果であることからす
れば、必ずしも権利関係の「相手方」を必要とするものでないため、知的財産権の
内容についても、債権と同様の当事者間における自由が認められるべきかについ
て、なお検討が必要である。
　これに対して第 ₂に、知的財産の特徴を、権利者の「知的活動の成果」であると
捉える考え方がありうる。この場合には、知財信託は、権利者の知的活動の成果を
信託目的に従って管理処分する制度と考えるべきこととなり、他の信託関係とはか
なり次元の異なる制度として位置づけられる。すなわち、一般的な信託関係におい
ては、信託財産は、有形であれ無形であれ、要するに「物」ないし「経済的価値」
として捉えられるものであり、本来的に「管理処分」の対象となる「財産」である
のに対し、知財権利者の知的活動は、必ずしも「物」として結実するわけではなく、
また、「経済的価値」を伴うとも限らない以上、かかる知的活動の成果を「管理処分」
すること自体の意味について、改めて考える必要が生ずるからである14。実際、知
的財産として、具体的な成果物や成果としての方法ないし手段のみならず、知的活
動が行われることそれ自体をも含むと考えるならば、かかる知的活動自体を「信託
目的により拘束」すること自体が果たして許されるべきか否かについて、正面から
問い直される必要がある15。
14　なお、この場合における知的活動に対する「拘束」としては次元の異なる ₂つの法律構
成がありうる。 ₁つは、本稿で現に議論しているとおり、知的活動を「信託財産」の範囲
にあると考え、当該知的活動が信託財産を規律する信託目的に「拘束」される、とする考
え方である。もう ₁つは、知的活動を行う者が、当該知的活動とその成果に関する「受託者」
としての地位に立ち、当該知的活動及びその成果に対して、信託財産の管理処分権限を有
する者として、当該信託関係を規律する目的に「拘束」される、と考えるものである。後
者の考え方の詳細については、星野豊「知財信託における発明者の地位」筑波法政（筑波
大学）₄₄号参照。
15　もっとも、現在では、知的活動を行う者が、具体的な成果が生ずる前の準備段階におい
て関係機関等から様々な支援等を受けておきながら、知的活動の成果については他の機関
等に利益を享受させるような、いささか反道徳ないし反倫理的な行動が生ずるようになっ
ており、かかる行為を道徳ないし倫理以外の方法で抑制することができないかが問題と
なっている。実際、給与として支払ってしまった金銭や、知的活動の準備ないし知的活動
に付随して費消された物や経済的利益については、後日退職ないし転職をしたことを理由
に返還させることは現行法上不可能である以上、全体としての知的活動が信託財産を構成
し、当該信託財産に属する知的活動が「信託目的に拘束されている」と考えることによって、
様々な合理的な対処の可能性を探究する必要があるように思われる。具体的には、知的活
動の成果が従来の支援機関に属するとすることや、知的活動の成果を必ず所定の手段や手
続を通じて公表することを義務づけること等は、現行法上違法とは言えず、当該義務に違
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　知的財産の本質を無形財産であると考えた場合には、知財信託と債権信託とを理
論的に連続的なものとして捉えるべきこととなる以上、国際信託に関する法適用原
則についても、これまで本稿で述べてきた議論が、基本的にそのまま妥当すること
となる。これに対して、知的財産の本質を知的活動であると考えた場合には、知財
信託を一般的な信託関係と理論的に異なる部分を持つものと捉えるわけであるか
ら、これまでの議論に加えて、さらに法適用原則において考慮すべき事項が拡がり、
議論の可能性があらゆる方向に拡大する可能性が生じてくる。そこで、以下では、
一試論であることを留保しつつ、敢えて後者の考え方に立って、国際的な知財信託
に対する法適用原則について検討を加えてみたい。
（ 2）国際知財信託に対する法適用原則試論
　知的財産の本質を権利者の知的活動と捉えた場合における、国際知財信託の法適
用原則に関しては、これまでの議論において指摘してきた考慮要素に加えて、さら
に次の要素を考慮することが必要である。
　まず、信託関係の当事者と信託財産の所在地、信託財産の管理に関する行為地に
加えて、①知的活動を行った者が属する国家、②知的活動が行われた地、及び、③
知的活動の成果が知的財産へと結実した地、のそれぞれの法が、国際知財信託に対
する法適用原則に対して、どのように影響してくるかが問題となる。
　このうち、知財信託において信託財産となるのは、あくまで「知的財産」それ自
体であり、知的活動を行った者を信託財産と考えるわけでない以上、前記の①知的
活動を行った者の属する国家の法については、考慮する必要はかなり小さいと思わ
れる。但し、当該知的活動を行った者が、信託関係当事者となった場合はもちろん
別であり、信託関係設定の意思に関する効力や、信託関係の有効性、さらには信託
財産からの受益に関して、大きな影響が及ぶこととなるであろう。
　むしろ、本稿が目的とする法適用原則に関する解釈において重要な問題となるの
は、②知的活動が行われた地と、③知的活動の成果が知的財産へと結実した地のど
ちらを中心として、議論を展開していくべきかである。
反した場合に、知的活動自体を停止させることは事実上できないとしても、当該義務違反
に基づく相応の違約金ないし損害賠償を請求することは、十分可能であると考えられる。
これらの議論については、近い将来、より深刻な事態が実務上の問題として生ずる恐れが
あると感じられるところであり、今後さらに検討を加える必要性が極めて高いように思わ
れる。
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　知財信託が知的財産を対象とする点を重視するならば、法適用原則に関する議論
において解釈上重要であるのは「知的財産」が理論上生じた時点以降のことであり、
従って、その前提となっている権利者による知的活動それ自体は、知的財産が形成
される経過の ₁つに過ぎないこととなる。しかしながら逆に、前記のとおり、知的
財産の理論的本質を知的活動にあると前提するのであれば、知財信託に関する解釈
において最も重視されるべき対象は知的活動それ自体であり、知的活動の成果が知
的財産へと結実したことについては、信託財産の対象となる具体的な財産の経済的
ないし社会的性格の変化の ₁つに過ぎず、国際知財信託に対する法適用原則を解釈
する上での考慮対象としては重要でないこととなる。
　以上の議論は、要するに、知財信託でいう「知的財産とは何か」に直結する議論
であるが、この議論においても、本稿でこれまで検討してきた、信託関係の基本構
造に関する複数の理論的観点が、複雑に絡みあってくる。すなわち、知財信託を解
釈するに際して、信託関係当事者による信託設定に関する意思を重視するか、形成
された信託関係における関係当事者の権利義務や信託財産の現状を重視するか、あ
るいは、当該法律関係を社会道徳ないし正義感に基づいて信託関係であると解釈す
べきか否かを重視するかによって、国際知財信託に対する法適用原則は、さらに複
雑さを増すこととなる。また、知財信託における「受益権」が、信託財産を構成す
る「知的財産」とは異なる権利であると考える立場を採用するか否かによっても、
法適用原則の位置づけは、大きく異なってくるであろう。
5 　今後の課題と議論の方向性
　以上のとおり、国際信託に対する法適用原則に関しては、冒頭で述べたどの理論
的観点に立つかによって、解釈の方向性が大幅に異なってくる。しかも、これらの
観点は、理論的に互いに矛盾しているわけでないから、₁つの信託関係についてた
だ ₁つの観点のみが妥当するとは必ずしも限らず、場合によっては複数の観点が交
錯することもありうるものと考えられる。そのような場合における法適用原則につ
いては、あらゆる信託関係に対して一致して適用される唯一の基準を示すことを事
実上放棄せざるを得なくなり、当該信託関係設定に関する当事者の表示した意思、
当該信託関係の現状における権利義務関係、及び、判断者である裁判所等が思考の
基盤とする社会道徳及び正義感に照らして、「総合的」な判断を個別の事案ごとに
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模索し集積していくほかないこととなるであろう。
　要するに、現段階においては、国際的な知財信託に関する法適用原則について、
全ての事案に適用可能な唯一の基準を見出すことは、少なくとも実務上は不可能で
あり、理論的にどのように考えるべきかについても、かなり抽象的な部分のごく一
部を本稿で議論してみたに過ぎない。国際知財信託関係は、信託関係であること、
国際的な関係であること、知的財産を対象とする関係であること、の ₃つの点から
議論が複雑怪奇にならざるを得ない側面を有しているが、今後もあらゆる角度から
検討を続けていくことによって、理論と実務の双方に対し、何らかの貢献を行うこ
とができるよう、最大限の努力を重ねていきたい。その際、前項で若干議論した、
知的財産の本質を知的活動にあると位置づけ、知財信託の対象として知的活動の成
果よりも知的活動それ自体に注目する考え方は、知的活動を行う者に対する道徳的
倫理的規制に実効性を与える可能性を秘めるものであり、さらに検証を試みる価値
が十分あるように思われる。
（完）
（人文社会系准教授）
